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要旨：上下水道施設などの地下の鉄筋コンクリート構造物に対する後施工型せん断補強工法として，既設構

造物を削孔し，セラミック定着体を用いた鉄筋を設置する工法が開発され，すでにいくつかの適用例がある。

こうした工法の設計法は，レベル 2 地震動を対象としたものであったが，構造物によってはレベル 1 地震動

に対する設計法も必要となる。本研究は，既往の実験結果を見直し，セラミック定着体の定着性能や後施工

したせん断補強鉄筋の発生応力度などについて考察し，同工法のレベル１地震動に対する挙動を整理し，設

計法について検討したものである。 

キーワード：耐震補強，後施工型せん断補強，レベル 1 地震動 

 

1. はじめに 

 既設構造物の耐震補強設計は，一般にレベル 2 地震動

を対象に行うこととされており，原則としてレベル 1 地

震動に対する評価は行わなくてもよいとされている 1)。

これは，レベル 1 地震動に対する照査は部材における鉄

筋やコンクリートの許容応力度を基本としたものであ

り，鉄筋やコンクリートの応答がこれを多少超過したと

しても，レベル 2 地震動に対する照査を満足していれば，

一般にはその超過が即機能喪失や致命的な被害に結び

つかないことが明らかなためである。 

しかしながら，一部の耐震補強においては，レベル 1

地震動に対する耐震性能の評価と，それを満足しない場

合の耐震補強が必要になってきている。たとえば，下水

道協会の「下水道地震対策緊急整備計画策定の手引き

(案)」2)においても，被害想定や耐震診断において対象と

する地震動は，レベル 2 地震動を原則とするが，下水道

地震対策緊急整備計画において，緊急かつ暫定的な措置

(減災対策)の場合には，レベル１地震動を用いてもよい

こととされている。 

また，上下水道施設などは一般に複数の池状構造物か

ら構成され，レベル 2 地震動に対する照査では各池が満

水の状態を想定するのに対し，レベル 1 地震動に対して

は満水・空虚の組合せの状態も考慮する。空虚の池の壁

には設計上有利となる水圧が作用しない状態において

土圧などの地震時の荷重が作用し，二つの池を仕切る壁

の一方が空虚となる場合も，片方からのみ水圧が作用す

る。そのため，複数の池からなる施設では，レベル 2 地

震動ではなくレベル 1 地震動により耐震補強量が決定さ

れる場合も多い。 

セラミック定着体を有する鉄筋(以下，CCb)を後施工

で挿入するせん断補強工法(以下，CCb 工法)は，地中構

造物の壁部材に対し，レベル 2 地震動に対する補強工法

として，せん断耐力を向上することにより，せん断破壊

型であった部材を曲げ破壊型に移行させるものである 3)，

4)。図-1 に同工法の概要を示す。CCb 工法の開発におけ

る一連の検討では，主としてせん断耐力の評価に主眼を

おいていたが，レベル 1 地震動に対しては，発生応力度

や残留ひび割れ幅などの地震後の性能が直接検討され

ていなかった。 

本研究は，前述のようなレベル 1 地震動に対する耐震

補強への CCb 工法の適用に関して，開発における実験デ
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図－1 セラミック定着体を用いた地下構造物 
の後施工型せん断補強工法 
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ータを見直し，必要に応じて新たな検討を行い，レベル

1 地震動に対する許容応力度法による照査方法について

検討したものである。 

 

2. レベル 1地震におけるせん断力に対する照査方法 

 許容応力度設計法によるレベル 1 地震におけるせん断

力に対する照査方法は，規準類により多少異なるが，ス

ターラップなどのせん断補強鉄筋により負担するせん

断力(せん断補強鉄筋負担分)と，それ以外で負担するせ

ん断力(一般には，コンクリート負担分と呼ばれている)

の累加で評価している。 

 すなわち，コンクリートのみでせん断力を負担する場

合は，式(2)による平均せん断応力度がコンクリートの許

容せん断応力度以下であることを式(1)により照査する。 

1am                     (1) 

bd

Sh
m                   (2) 

ここで，τm はコンクリートの平均せん断応力度

(N/mm2)，Sh はせん断力(N)，b は部材断面幅(mm)，d は

部材断面の有効高(mm)，τa1はコンクリートの許容せん

断応力度(N/mm2)である。 

また，帯鉄筋と共同してせん断力を負担する場合(τm

がτa1を超える場合)には，次式により算出される断面積

以上の帯鉄筋を配置し，かつ τmが τa2よりも小さいこ

とを照査する。 
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bdS aca 1                       (5) 

2am                           (6) 

ここで，トラス理論による必要断面積 Awは間隔 s(mm)

および角度 θ（°）で配置される帯鉄筋の断面積(mm2)，

Sh
’は帯鉄筋が負担するせん断力(N)，Sca はコンクリート

が負担するせん断力(N)，σsaは帯鉄筋の許容引張応力度

(N/mm2)，τa2 はせん断補強鉄筋と共同して負担する場合

のコンクリートの許容せん断応力度(N/mm2)である。 

 

3. せん断力に対する抵抗機構と CCb 工法の照査法 

3.1 せん断力に対する RC 部材の抵抗機構 

柱や梁などの RC 部材は，作用するせん断力に対して，

斜めひび割れ面における骨材の噛合せ，圧縮域のコンク

リートのせん断抵抗，軸方向鉄筋のダウエル作用，およ

びスターラップなどのせん断補強鉄筋が受け持つせん

断力の 4 つの要因で抵抗している。荷重の増加と各せん

断力の分担の概念 5)，6)を，図-2に示す。 

4 つの要因のバランスは，荷重とともに変化する。せ

ん断補強鉄筋が降伏すると，せん断補強鉄筋の受け持つ

せん断力は増えずに，斜めひび割れ幅が増加するため骨

材の噛合せによるせん断抵抗は減少する。さらに，ひび

割れが軸方向鉄筋に沿って進展するとダウエル作用に

よる抵抗力も減少する。 

ここで，前述のせん断力に対する照査方法との関係を

整理する。斜めひび割れが発生するまでは，せん断補強

鉄筋の応力度の発生は極わずかである。斜めひび割れが

発生すると，ひび割れを架橋しその開口に抵抗するため

にせん断補強鉄筋の引張応力度が増加し始める。斜めひ

び割れ発生まではコンクリートのみでせん断力に抵抗

するから，斜めひび割れ発生荷重はせん断力のコンクリ

ート負担分に対応している。また，斜めひび割れ発生以

降の荷重の増加に対しては，コンクリートのみによる抵

抗分が保持されると仮定し，それ以外をトラス理論によ

りせん断補強鉄筋が負担すると仮定している。 

レベル 1 地震動に対する照査では，想定するせん断力

が，コンクリートの許容せん断応力度τa1 によるコンク

リート負担分と鉄筋の許容引張応力度σsa に相当するせ

ん断補強鉄筋負担分の和よりも小さいことを確認する。

またレベル 2 地震動に対する照査では，コンクリートに

よる抵抗分が保持されると仮定するため，コンクリート

負担分はレベル 1 と同じ値であり，これに，鉄筋の規格

降伏強度に相当するせん断補強鉄筋負担分を累加した

せん断耐力が，想定するせん断力以下であることを確認

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 RC 部材に作用するせん断力と 

  せん断抵抗の各要因の概念 
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No.1 試験体         No.2 試験体             断面図(No.2 試験体) 

図－3 RC 梁試験体 

 
表－1 試験体諸元 

試験体名称 No.1  No.2 
断面寸法     b×h 825×625 mm 
せん断スパン長  a 1,640 mm 
せん断スパン比 a/d 2.79  
実験時のコンクリート圧
縮強度       fc’ 33 N/mm2 34 N/mm2 

せん断補強鉄筋の材質
および端部定着体形状

SD345-D22
両端フック 

SD345-D22 
セラミック定着体

せん断補強鉄筋の配置
間隔 s 325 mm 

せん断補強鉄筋比 pw 0.29% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4  RC 梁試験体の荷重-変位関係 

する。 

3.2 既往の実験結果とその考察  

(1) CCb により補強された部材のせん断耐力評価法 

CCb により補強された部材のせん断耐力 pydV の算定

は，後述する定着性能確認試験の結果とせん断破壊する

諸元の RC 梁試験体の交番載荷実験の結果に基づき，コ

ンクリート標準示方書 7)に準じて，以下のように求めら

れることが確かめられている 8)。 

CCbdsdcdpyd VVVV             (7) 

awdCCbd VV                 (8) 

rby s2/1               (9) 

ここで， cdV はせん断補強鋼材のない部材により受け

持たれるせん断耐力， sdV は既存のせん断補強鋼材によ

り受け持たれるせん断耐力， awdV は CCb を通常のスタ

ーラップとみなして規格降伏強度を用いて計算される

せん断耐力， は CCb に対する有効率， y は CCb の先

端側の定着長(鉄筋径の 5 倍)， rbs は補強対象部材の圧縮

鉄筋と引張鉄筋の間隔である。 

(2) 既往の実験結果とレベル 1地震時に関する考察 

レベル 1 地震動は，供用期間中に発生する確率が高い

地震動，あるいは再現期間が設計耐用期間中に数回生じ

るものと規定されている。実験は，破壊までに数サイク

ルの載荷履歴を経て，せん断破壊させているが，レベル

1 地震動に対しては，当然，破壊や鉄筋が降伏に至るこ

とはない。 

そこで，CCb 工法の開発時に行われた RC 梁の交番載

荷実験のデータについて，最初のピーク荷重，すなわち，

正方向の設計せん断耐力に達するまでの挙動について，

まず荷重とせん断補強鉄筋の応力度について調べた。そ

して，レベル 1 地震動に対する照査法を考えるために，

載荷荷重からコンクリートの許容せん断応力度により

負担されるせん断力を差し引いたせん断補強鉄筋が負

担するせん断力に相当する応力度について考察した。 

表-1に試験体の諸元を，図-3に梁試験体の配筋状況を

示す 3)，8)。 

一般に，せん断補強鉄筋を有する部材のせん断耐力の

評価において，トラス作用以外で受け持たれるせん断力

Sc は，斜めひび割れ発生時のせん断力としている。そこ

平面図 
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図－6 CCb 定着体の定着性能試験結果 

(先端側定着体の定着長と引抜力の関係)8) 

で，Sc を試験体における斜めひび割れ発生荷重の計算値

396 kN とし，通常の両端にフックのあるせん断補強鉄筋

を配置した試験体 No.1 と CCb を配置した試験体 No.2 に

おいて，せん断補強鉄筋の応力度について整理する。 

載荷したせん断力とせん断補強鉄筋の応力度の関係

を，図-5に示す。 

両試験体において，せん断応力度が急増する作用せん

断力はおよそ 400 kN であると読み取れ，計算値 396 kN

によく近似している。また，斜めひび割れ以降，せん断

補強鉄筋の引張ひずみが増加しているが，その割合は，

No.2 試験体の方がやや大きい。 

 図-5(1)には，斜めひび割れが 396 kN で発生した後，

コンクリートが Scの計算値 396 kN を負担し，残りのせ

ん断力をせん断補強鉄筋が負担するとした場合，すなわ

ち，以下の道路橋示方書のトラス理論による応力度を破

線で示す。さらに，Sc を道路橋示方書Ⅳ下部構造編 9)に

基づくコンクリートの許容せん断応力度τa1 に相当する

せん断力とした場合の応力度を，実線で示す。必要断面

積の算出式(3)より，せん断補強鉄筋の応力度 s は，試

験体 No.1 について以下のようになる。 

  dA

sS

dA

sS

w

h

w

h
s

'' 15.1

cossin

15.1






     (10) 

CCb を配置した試験体 No.2 においては，Scが No.1 と

同じと仮定すれば，有効に機能するせん断補強鉄筋量が

No.1 よりも少ないために，同じ作用せん断力に対しては

発生応力度が No.1 よりも大きくなり，No.1 よりも小さ

な作用せん断力で許容応力度に達すると解釈できる。そ

こで，式(7)のせん断耐力と同じ有効率βを考慮し，応力

度を No.1 の 1/β倍したものを，図-5(2)に示した。ここ

で，試験体 No.2 についてはβ=0.89 である。 

 実験におけるせん断補強鉄筋の応力度はひずみゲー

ジの値に鉄筋の弾性係数を 200 kN/mm2 として算出した

ものである。歪ゲージの値は，測定位置がひび割れを横

切る場合には鉄筋に発生している実際の応力度に相当

した値となるが，実験においては測定位置が必ずしもひ

び割れの位置に一致しないから，測定値にはばらつきが

生じる。また，ひずみゲージで見た斜めひび割れ発生荷

重にも，多少のばらつきが伴う。こうした点を考慮すれ

ば，両試験体の測定値は概ね同じ挙動を示しており，有

効率βを考慮して算出した値は，実際のせん断補強鉄筋

の挙動を概ね表現しているといえる。また，道路橋示方

書の許容せん断応力度τa1に相当するせん断力 Scを用い

た場合は，せん断補強鉄筋に発生する応力度を，十分安

全側に評価している。 

以上のことから，レベル 1 地震動に対する照査，すな

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 試験体 No.1              (2) 試験体 No.2 

図－5 実験における作用せん断力とせん断補強鉄筋の応力度の関係 

 

　 W-2　 W-3　　　　　　　　　    E-3
　　応力度を測定したせん断補強鉄筋(No.2)

　 W-2　 W-3　　　　　　　　　    E-3　E-2
　　応力度を測定したせん断補強鉄筋(No.3)応力度を測定したせん断補強鉄筋(No.1試験体)          応力度を測定したせん断補強鉄筋(No.2試験体)
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わち，せん断補強鉄筋の必要量の算出においては，通常

のせん断補強鉄筋の必要断面積の算出式(3)を，式(9)の有

効率βを考慮して 1/β倍することとする。 

 

4. セラミック定着体の定着性能 

CCb 工法の開発においては，コンクリートブロックの

削孔内に先端側または後端側定着体を配置し，グラウト

で埋設して鉄筋を引き抜いた定着性能確認試験を行っ

ている 3)，8)。そこで確認した定着性能とは，レベル 2 地

震動に対するせん断耐力への寄与を確認するために，せ

ん断補強鉄筋の降伏強度までの静的耐力が発揮できる

ことであった。 

レベル 1 地震動に対しては，地震時の割増しを考慮し

た鉄筋の許容応力度(SD345 において，1.5×200 N/mm2 = 

300 N/mm2)まで強度を発揮することはもちろんであるが，

その応力度での状態がレベル 1 地震動に対する性能とし

て十分であるかを確認する必要がある。 

そこで，ここでは，図-6 に示した CCb の定着性能確

認試験のデータを荷重と抜出し変位の関係について再

整理し，これを標準フックの定着性能試験と比較するこ

とにより，CCb のレベル 1 地震動に対する性能を考察す

ることとした。 

既往の各種の機械式定着体の開発 10)においては性能

確認として引抜試験が行われており，この際，評価基準

となる通常の半円形フックを引き抜いた結果が得られ

ている。そこで，これらを図-7 に示した CCb の引抜き

試験結果と比較する。ここで，後端側定着体はセラミッ

ク定着体の後端から定着体の高さの範囲をグラウト充

填したものであり，先端側定着体はセラミック定着体の

先端から 5D (D は鉄筋径)の範囲を充填したものである。

また，コンクリートの強度はいずれも呼び強度 24 N/mm2

である。 

CCbの先端側定着体の鉄筋応力度が 300 N/mm2までの

抜出し変位は，図-7(2)に示すように，D16 では 0.2 mm，

D19では 0.45 mm，D22では 0.2 mmの抜出し量であった。

また，後端側については，図-6(1)に示すように，D16 で

は 0.07 mm，D19 では 0.30 mm，D22 では 0.37 mm の抜

出し量であった。 

これに対し，半円形フックは，規格降伏強度の 1.35 倍

の応力度(466 N/mm2)まで定着破壊することはないもの

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

(1) 後端側定着体                    (2) 先端側定着体 

図－7 CCb 定着体の抜出し変位 
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図－8 既往の定着性能試験による抜出し変位(D16，D22)10) 
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の，300 N/mm2 での抜出し変位は，D16 で 0.60 mm(図

-8(1))，D22 で 0.78 mm(図-8(2))であった。よって，CCb

はいずれの鉄筋径においても，先端側・後端側定着体と

も，鉄筋応力度が 300 N/mm2までの抜出し変位は，半円

形フックのそれよりも小さい。 

以上のことから，CCb の先端側定着体は，必ずしも鉄

筋の破断強度までの定着性能を保証するものではない

が，レベル 1 地震時の許容応力度までの性能は半円形フ

ックと同程度であるといえる。また，CCb の後端側定着

体は，セラミック定着体が埋設される拡径削孔部分のみ

にグラウトを充填した状態で，鉄筋の破断強度までの静

的耐力が確保できており，抜出し変位も半円形フックよ

り小さい。よって，鉄筋の許容応力度相当において，フ

ックと同等といえる。 

 

5. レベル 1地震後の耐久性について 

 レベル 1 地震動に対する性能としては，各規準により

表現は異なるが，一般に，健全な機能を損なわないこと，

あるいは地震後に補修をしないで使用が可能であるこ

ととされており，残留ひび割れ幅などの耐久性に関する

性能が求められる。 

設計で想定するレベル 1 地震動に対しては，鉄筋が降

伏しないように設計されているので，耐久性上問題とな

るような残留ひび割れが生じることはないと考えられ

る。通常の部材においては，せん断補強鉄筋の発生応力

度を許容応力度以下とすることにより，これを照査して

いる。CCb 工法に対して，残留ひび割れ幅などを直接照

査することはできないが，前述の通り，CCb の定着性能

はレベル 1 地震時に許容する鉄筋応力度以下においては，

半円形フックと同等であるから，残留ひび割れ幅につい

ても半円形フックと同程度以下であると考えられる。 

したがって，CCb 工法により耐震補強した構造物にお

いては，レベル 1 地震後の耐久性についても，通常のス

ターラップを用いた部材と概ね同等と推測できる。 

 

6. ま と め 

 CCb 工法の開発において行った RC 梁の交番載荷試験

のデータを，レベル 1 地震動に対する性能の観点から見

直した。また，せん断補強鉄筋の許容応力度レベルにお

ける定着性能について半円形フックとの比較を行った。

その結果，CCb 工法のレベル 1 地震動に対する設計法と

して，以下のことが明らかとなった。 

(1) 必要鉄筋量の算出においては，式(3)に示した通常の

算出式から求まる値を，式(9)と同じ後施工のせん断

補強鉄筋の有効率βで除した値とすることができる。 

(2) 上記の必要量で CCb の配置を決定すれば，レベル 1

地震時に発生する鉄筋およびコンクリートの応力度

を許容応力度以下とすることができる。また，CCb

定着体の抜出しは，許容応力度相当において半円形

フックと同等であると言えることから，地震後の耐

久性についても，通常のスターラップを用いた部材

と概ね同等と推測できる。 
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